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１．はじめに 

 

 中国では急速な経済発展に伴い、沿海部と内陸部の

所得格差が大きな社会問題となっている。これに対し

て中国政府は「西部大開発」を打ち出し、この地域格

差の是正に乗り出している 1)。しかし、西部開発を進

めるためには巨額の投資を必要とするため、どのよう

な投資を行うことが西部地域の発展に寄与するのか、

その投資効果の把握が大きな関心事となっている 2)。 

特定の地域に対する投資がその周辺地域に及ぼす影

響を定量的に把握するための方法としては地域間産業

連関分析がある 3)。また、その他、CGE モデルをはじめ

とする地域計量モデルを用いて投資効果の分析を行う

こともできる 4)。しかし、こうした分析を行うために

は、中国国内各地域の経済的な取引関係を明らかにす

る地域間産業連関表が必要不可欠である。 

これまで中国における地域間産業連関表の推計につ

いては、幾つかの研究が行われてきた。例えば、国務

院発展研究センターが UNCRD と共同で中国国内を７つ

の地域に区分した地域間産業連関表の推計を行った。

また、柴田・安藤(1989)は中国の全国表をベースとし

ながら、省市区レベルの地域間産業連関表の推計を試

みている 5)。さらに、アジア経済研究所(2003)は中国

国内を 8地域、30 産業に区分した地域間産業連関表を

推計し、これを公表している 6)。他方で、後述するよ

うに中国国内では各省市区の統計局がそれぞれの地域 
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産業連関表の推計を行ってきている。今回、国務院国

家統計局の協力により、この省市区レベルの地域産業

連関表を利用することが可能となった。 

そこで、本研究ではこの中国省市区レベルの地域産

業連関表を用いて中国国内を 32 の省市区に区分した

地域間産業連関表を推計することを目的とするもので

ある。まず、２．では各省市区の統計局が推計した地

域間産業連関表について説明し、中国の地域間産業連

関表を推計する上での問題点について述べる。また、

３．ではこの地域産業連関表を使って地域間産業連関

表を推計する方法について述べる。 

 

２．中国省市区レベルの地域産業連関表 

 

 中国ではこれまで 1987 年、1992 年、1997 年に国家

統計局が全国産業連関表の推計を行ってきた７）。また、

各省市区の統計局は国家統計局の指導の下に、全国産

業連関表が推計される年にそれぞれの地域産業連関表

を推計してきている。表１は今回、国家統計局が提供

した各省市区の産業連関表の形式を表したものである。

また、表２はその産業区分、表３は地域区分を表して

いる。 

表１に示した通り、中国の各省市区の地域産業連関

表は、輸出、移出、輸入、移入が別々に計上されてい

る。ところが、本来、各品目について移入と移出を中

国全体で合計するとその値は一致しなければならない

が、中国の地域産業連関表はこの値が一致していない。

これは、わが国の都道府県産業連関表と同様に、各省

市区の統計局がそれぞれの地域産業連関表を独自に推

計しており、中国全体での調整が図られていないこと

に原因がある。 

したがって、これらの地域産業連関表を利用して競

争移入型の地域間産業連関表を推計するためには、1)

移出、移入として一括計上されている値を移出先毎、 



 

 

表１ 中国の地域産業連関表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 産業区分 

1 農林水産業 14 鉄鋼・非鉄金属 27 運輸 

2 石炭 15 金属製品 28 通信・放送 

3 石油・天然ガス 16 一般機械 29 商業 

4 金属鉱業 17 輸送用機械 30 飲食業 

5 非金属鉱業 18 電気機械 31 旅客輸送 

6 食料品 19 電子機械 32 金融・保険 

7 繊維 20 事務機器 33 不動産 

8 衣服・皮革 21 機器修理 34 その他サービス

9 木材・木製品 22 その他製造業 35 医療・保健 

10 パルプ・紙 23 電力・熱供給 36 教育・文化 

11 石油・石炭 24 ガス 37 研究 

12 化学 25 水道 38 公務 

13 窯業・土石 26 建設   

 

 

移入先毎に分割して推計すること、2)それぞれの品目

について移出と移入を中国全体で合計するとその値が

一致するように調整すること、3)移出、移入を調整す

ると地域産業連関表としてのバランスが保たれなくな

るため、地域産業連関表を調整することなど、の問題

点を解決する必要がある。 

 

３．地域間産業連関表の推計方法 

 

（１）基本的考え方 

本研究では、競争移入型の地域間産業連関表を推計

する方法について考える。奥田・橋本(2003)でも説明 

表３ 地域区分 

1 北京市 12 安徽省 23 四川省 

2 天津市 13 福建省 24 貴州省 

3 河北省 14 江西省 25 雲南省 

4 山西省 15 山東省 26 西蔵自治区 

5 内蒙古自治区 16 河南省 27 陝西省 

6 遼寧省 17 湖北省 28 甘粛省 

7 吉林省 18 湖南省 29 青海省 

8 黒竜江省 19 広東省 30 寧夏回族自治

区 

9 上海市 20 広西壮族自治

区 

31 新彊維吾爾自

治区 

10 江蘇省 21 海南省 32 その他 

11 浙江省 22 重慶市   

 

 

した通り、競争移入型の地域間産業連関表は表４に示

す地域産業連関表と表５に示す地域間交易マトリクス

に分けられる 8)。このとき、地域産業連関表について

は各省市区が推計した地域産業連関表の値を一次推計

値として用いることができる。他方、地域間交易マト

リクスについては十分な統計データが入手できないが、

２．で述べた通り、各省市区の推計した地域産業連関

表には移入、移出が推計されているため、（２）で説明

する両側制約付きエントロピー・モデルを用いてその

一次推計値を与えることができる。しかし、こうして

求めた一次推計値は地域間産業連関表としてのバラン

スを保っていない。そこで、（３）で説明するエントロ
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ピー法により、地域間産業連関表としてのバランスを

保ちながら一次推計値に最も近い値を推計することと

した。 

 

（２）一次推計 

 地域産業連関表については、各省市区の推計した地

域産業連関表の値を一次推計値
rs
ix として用いる。他

方、地域間交易マトリクスについては、以下の方法で

一次推計値を求める。 

各省市区の推計した地域産業連関表には、輸出、移

出、輸入、移入が別々に計上されている。そのため、

これらの値を用いてまず地域間交易マトリクスの対角

項を次式で求める。 

r
i

r
i

r
i

rr
i DEEXy −−=    (1) 

また、各省市区の移出
r
iDE 、移入

s
iDM は分かってい

るため、これを満たす移出入マトリクスを推計すれば

地域間交易マトリクスの一次推計が完了することにな

る。移出入マトリクスについては、地域間距離
rsd の

情報を利用して、次の両側制約付きエントロピー・モ

デルからその値を推計する 9)、10)。 
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ただし、中国各省市区が推計した移出、移入は中国全

体で品目毎に合計しても一致しない。そのため、両者

の平均を用いてその値を補正して用いることにする。 

 

（３）最適化問題 

 しかし、こうして推計した地域間産業連関表は地域

間産業連関表としてのバランスを保っていない。そこ

で、近接性の尺度としてエントロピーを導入し、地域

間産業連関表としてのバランスを保ちながら、できる

限りこの一次推計値に近い地域間産業連関表を推計す

ることにする。近接性の尺度としてエントロピーを用 

表４ 地域産業連関表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５ 地域間交易マトリクス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いると、次の最適化問題が定義できる。 

 

目的関数： 
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制約条件： 

s
j

s
j

i

s
ij XVx =+∑    (6) 

s
i

s
i

j

s
ij YFx =+∑    (7) 

s
i

s
i

r

rs
i YMy =+∑    (8) 

r
i

r
i

s

rs
i XEy =+∑    (9) 

0,, ≥rs
i

s
i

s
ij yYx     (10) 

 

地域

産業

付加
価値

生産額

産業
最終
需要

地域内
需要

s
ijx s

iF
s
iY

s
jV

s
jX

････ ････

････

････････

････

・
・
・
・

・
・
・
・

・
・
・
・

・
・
・
・

・
・
・
・

・
・
・
・

s j

i

地域

地域

輸入

地域内
需要

地域 輸出 生産額

rs
iy r

iE
r
iX

s
iM

s
iY

････ ････

････

････････

････

・・
・・

・・・
・

・・・・

・・
・・

・・・
・

・・・・

i s

r



 

 

ここで、制約条件(6)、(7)は地域間産業連関表の列方

向､行方向のバランスを保つための条件式である。制約

条件(8)､(9)は地域間交易マトリクスの行方向､列方向

のバランスを保つための条件式を表している。式(10)

は、非負条件である。 

 

（４）最適化条件とその解法 

この最適化問題の一階の条件を導くと以下のように

なる。 
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ここで、
s
iR ､

s
jS は地域産業連関表を求めるためのバラ

ンシング・ファクター､
r
iA ､

s
iB は地域間交易マトリク

スを求めるためのバランシング・ファクターである。

式(11)～(13)は RAS 法により地域産業連関表の推計を

行うべきことを、式(14)～(16)は同じく RAS 法により

地域間交易マトリクスの推計を行うべきことを意味し

ている。つまり、地域産業連関表と地域間交易マトリ

クスをそれぞれ RAS 法によって修正することになる。

また、式(14)は両者を結ぶ条件式である。 

さらに、式(11)～(17)から変数の数を減らすと、次

の連立方程式が得られる。 
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この連立方程式を解くことによって変数
s
iR を求める

ことができる。そして、変数
s
iR から変数

r
iS 、変数

s
ijx 、

変数
s
iA ､変数

r
iB ､変数

rs
iy を順に求めることができる。 
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